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(57)【要約】
　本発明は、皮下層を貫通して施術され得る細く長い一
体型の管形状の本体；および、前記本体の周辺組織に位
置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可
能に提供されるものであって、前記本体の外周面から、
前記本体内部に長さ方向に形成された中空部に連通する
よう形成される連孔を含むシワ除去用充填体に関する。
本発明に係るシワ除去用充填体は、皮下層への挿入後、
皮膚の圧力や外部からの力によって変形が起こったり動
いたりせず、太いシワなど多様なシワ部位に施術するこ
とができるだけでなく、効果が（半）永久的に持続され
る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内部に中空部が形成されており、かつ皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の
管形状の本体；および、
　前記本体の周辺組織に位置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細
胞の移動通路を形成することができるように、前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成
された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）を含む ことを特徴とするシワ除
去用充填体。
【請求項２】
　内部に中空部が形成されており、皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形
状の本体；および、
　前記本体の周辺組織に位置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細
胞の移動通路を形成する２以上の短い間隙が相互離隔された状態で前記本体の長さ方向に
沿って貫通して形成された分離縦裂を含むことを特徴とするシワ除去用充填体。
【請求項３】
　２以上の帯形状からなる多数列の分体を相互交差させてらせん形に巻き、細く長い管形
状を成す本体；および、
　前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃ
ｌｅｆｔ）を含むことを特徴とするシワ除去用充填体。
【請求項４】
　内部に中空部が形成された短く細い管形状の本体；
　前記本体の外周面から内周面に達するように長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂
（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）；および、
　前記中空部相互間が隣接するように一列に配置された多数の短い本体の内部に設置され
て、前記中空部を長さ方向に貫通して連結する連結体を含むことを特徴とするシワ除去用
充填体。
【請求項５】
　内部に中空部が形成された細く長い一体型の管形状の本体；
　前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃ
ｌｅｆｔ）；および、
　前記本体の外周面に、その表面の一部を切開加工して形成された弾性突起を含むことを
特徴とするシワ除去用充填体。
【請求項６】
　細く長い一体型の管形状の本体；
　前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃ
ｌｅｆｔ）；および、
　前記本体の外周面に、その表面の一部を切開加工して形成され、前記本体の中間部を中
心にデカルコマニー形態を成して相互対称な鋭角を有するように形成された弾性突起を含
むことを特徴とするシワ除去用充填体。
【請求項７】
　内部に中空部が形成された細く長い一体型の管形状の本体；
　前記本体の周辺組織に位置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細
胞の移動通路を形成する２以上の短い間隙が相互離隔された状態で、前記本体の長さ方向
に沿って貫通して形成された分離縦裂；および、
　前記本体の外周面に、その表面の一部を切開加工して形成された弾性突起を含むことを
特徴とするシワ除去用充填体。
【請求項８】
　２以上の帯形状からなる多数列の分体を相互交差させてらせん形に巻き、細く長い管形
状を成す本体；および、
　前記本体の外面と内面を貫通する複数個の通孔を含んで構成され、
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　前記通孔は、前記分体と分体との間に形成されることを特徴とするシワ除去用充填体。
【請求項９】
　前記本体内部の中空部内に形成された多数の隔壁をさらに含むことを特徴とする、請求
項１に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１０】
　前記本体内部の中空部内に形成されたらせん形弾性支持体をさらに含むことを特徴とす
る、請求項１に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１１】
　前記本体の外部を覆い囲むらせん弾性支持体をさらに含むことを特徴とする、請求項１
に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１２】
　前記本体には、
　相互離隔された凹部が形成されることを特徴とする、請求項８に記載のシワ除去用充填
体。
【請求項１３】
　前記凹部は、
　前記本体を収縮して形成されることを特徴とする、請求項１２に記載のシワ除去用充填
体。
【請求項１４】
　前記本体は、横断面が円形であり、０．６から３．０ｍｍの直径を有しており、
　前記中空部は、０．５～２．８ｍｍの直径を有するように形成されることを特徴とする
、請求項１～１３のいずれか一項に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１５】
　前記本体は、横断面が多角形形状に形成されることを特徴とする、請求項１～１３のい
ずれか一項に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１６】
　前記縦裂は、間隙の距離が０．１～２．０ｍｍに形成されることを特徴とする、請求項
１～７および９～１１のいずれか一項に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１７】
　前記縦裂は、間隙間の距離が本体断面の円形換算周長の１／８～１／４の大きさを有す
るように形成されることを特徴とする、請求項１～７および９～１１のいずれか一項に記
載のシワ除去用充填体。
【請求項１８】
　前記本体は、弾性素材で形成されることを特徴とする、請求項１～１３のいずれか一項
に記載のシワ除去用充填体。
【請求項１９】
　前記本体は、ヒアルロン酸（ｈｙａｌｕｒｏｎｉｃ　ａｃｉｄ：ＨＡ）、ポリ乳酸（ｐ
ｏｌｙｌａｃｔｉｃ　ａｃｉｄ：ＰＬＡ）、乳酸・グリコール酸共重合体（ｐｏｌｙｇｌ
ｙｃｏ‐ｌａｃｔｉｃ　ａｃｉｄ：ＰＧＬＡ）またはポリジオキサノン（ｐｏｌｙｄｉｏ
ｘａｎｏｎｅ：ＰＤＳ）からなる群より選択された生分解性高分子で作られることを特徴
とする、請求項１８に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２０】
　前記本体は、ナイロン、シリコン、ポリプロピレン、ポリプロピルエチレンまたはテフ
ロン（ｔｅｆｌｏｎ）からなる群より選択された非生分解性高分子で作られることを特徴
とする、請求項１８に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２１】
　前記本体は、内皮と外皮が物性の異なる物質で構成された二重層構造で形成されること
を特徴とする、請求項１８に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２２】
　前記内皮は、硬性材質で形成され、前記外皮は、軟性材質で形成されることを特徴とす
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る、請求項２１に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２３】
　前記内皮は、吸収性材質で形成され、前記外殻は、非吸収性材質で形成されることを特
徴とする、請求項２１に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２４】
　前記内皮と外皮は、互いに異なる吸収速度を有する吸収性材質で形成されることを特徴
とする、請求項２１に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２５】
　前記本体の全面にわたって貫通して形成された少なくとも一つ以上の通孔を含むことを
特徴とする、請求項１～７のいずれか一項に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２６】
　前記通孔は、その形状が円形の場合は直径または同一断面積の円形換算直径が４０～５
００μｍであることを特徴とする、請求項２５に記載のシワ除去用充填体。
【請求項２７】
　前記本体の外部に、部分的または全体的に造影剤を塗布したことを特徴とする、請求項
１～１３のいずれか一項に記載のするシワ除去用充填体。
【請求項２８】
　前記本体の外周面または内周面に線維組織の形成を促進するための成長因子がコーティ
ングされ、または内包されることを特徴とする、請求項１～１３のいずれか一項に記載の
シワ除去用充填体。
【請求項２９】
　前記本体の外部に、部分的または全体的に造影剤を塗布したことを特徴とする、請求項
２５に記載のシワ除去用充填体。
【請求項３０】
　前記本体の外周面または内周面に線維組織の形成を促進するための成長因子がコーティ
ングされ、または内包されることを特徴とする、請求項２５に記載のシワ除去用充填体。
【請求項３１】
　前記本体には、組織生成物質、炎症反応誘発促進物質、組織生成抑制物質または組織生
成阻害剤のうちいずれか一つをコーティング、塗布または吸着させることを特徴とする、
請求項２５に記載のシワ除去用充填剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シワ除去用充填体に関し、より詳細には、成形施術によりシワ部位の皮下層
に挿入されて新たな線維組織の形成を誘導することでシワを除去する充填体を形成するに
あたり、弾性が十分に維持される中空の長管（チューブ）の一側面に、長軸方向に長い間
隙または通孔が形成されて、線維組織を形成するための線維芽細胞、血小板、巨細胞、白
血球、赤血球などが入り込むことのできる通路を充填体全体に形成可能にしたシワ除去用
充填体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人間は、年を取るにつれ顔や身体の皮膚表面にシワが生じるようになるが、シワが作ら
れる原理は、筋肉が収縮することと、その他に、皮膚と脂肪層が重力によって垂れること
が主要原因となる。シワは、筋肉の収縮方向に垂直に作られ、年を取るにつれて深くなる
。
【０００３】
　シワを除去する方法の一つとして、シワの原因を提供する筋肉をボトックスで麻痺させ
る方法が多く使用されているが、不自然な表情が作られ、また、目の下や下唇、ほうれい
線などに使用することが難しく、太いシワや深いシワに対しては限界があり、効果が３～
６ヶ月しか続かないという問題がある。
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【０００４】
　他の方法として、シワが刻まれた部位を引き出すフィラーを使用する方法があるが、液
体フィラーは、注入するには便利であるものの、皮膚への注入後、筋肉が動くたびに筋肉
が収縮する方向への移動が起こり、シワが刻まれた部分が比較的により深く見える現象、
すなわち、元来の目的と背馳する現象をもたらすこととなり、また、一定期間（最大１～
２年程度）が経過すると分解吸収されるという問題がある。
【０００５】
　また他の方法として、非常に細い金糸を皮下層に挿入する方法がある。しかし、金糸は
、異物反応を引き起こして新たな組織が金糸の周囲に作られる効果をもたらすものの、太
いシワへの使用に制限的であり、また、挿入された金糸が外部からの力によって曲がった
り、皮膚外に突き出したりする危険があり、永続的に残るためＸ線、ＣＴ、ＭＲＩなどの
撮影時に干渉現象を起こすこととなって、診断における問題をもたらし得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第８１２８６９０号明細書
【特許文献２】韓国特許第１０－０７４５５７１公報
【特許文献３】特開２００７－５０２１６１公報
【特許文献４】韓国特許公開第１０－２００５－０１０８４９４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明が解決しようとする課題は、皮膚切開施術といった方法によることなく、皮下層
に挿入された後にも、筋肉の収縮に関わらず移動しないシワ除去用充填体を提供すること
にある。
【０００８】
　また、本発明は、皮下層に挿入された後、長管形状からなるシワ除去用充填体の長さ方
向全体に沿って形成された長い間隙である縦裂または通孔を介して、施術部位である長管
の領域全体において新たなコラーゲン線維を含む線維組織が形成されるように誘導するこ
とにより、迅速かつ緻密な線維組織の形成を可能にし、時間の経過につれて充填体自体が
分解吸収されても新たに形成された線維組織が維持されることにより、施術の効果が（半
）永久的に持続され得るようにしたシワ除去用充填体を提供する。
【０００９】
　さらに、本発明は、太いシワなど、多様なシワ部位に使用され得、外部からの力に対し
て反動力（ｒｅｃｏｉｌｉｎｇ　ｆｏｒｃｅ）を有する弾性支持体をさらに具備して、皮
下層への挿入後、皮膚に加えられる圧力や外力によって変形が発生することを最小化する
ことを可能にしたシワ除去用充填体を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を解決するためのシワ除去用充填体は、内部に中空部が形成されており、かつ
皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形状の本体；および、前記本体の周辺
組織に位置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形
成することができるように、前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏ
ｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）を含んで構成されることを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、中空部が形成されており、かつ
皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形状の本体；および、前記本体の周辺
組織に位置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形
成する２以上の短い間隙が相互離隔された状態で前記本体の長さ方向に沿って貫通して形
成された分離縦裂を含んで構成されることを特徴とする。
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【００１２】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、２以上の帯形状からなる多数列
の分体を相互交差させてらせん形に巻き、細く長い管形状を成す本体；および、前記本体
の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）
を含んで構成されることを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、内部に中空部が形成された短く
細い管形状の本体；前記本体の外周面から内周面に達するように長さ方向に沿って貫通し
て形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）；および、前記中空部相互
間が隣接するように一列に配置された多数の短い本体の内部に設置されて、前記中空部を
長さ方向に貫通して連結する連結体を含んで構成されることを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、内部に中空部が形成された細く
長い一体型の管形状の本体；前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏ
ｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）；および、前記本体の外周面に、その表面の一部を
切開加工して形成された弾性突起を含んで構成されることを特徴とする。
【００１５】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、細く長い一体型の管形状の本体
；前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃ
ｌｅｆｔ）；および、前記本体の外周面に、その表面の一部を切開加工して形成され、前
記本体の中間部を中心にデカルコマニー形態を成して相互対称な鋭角を有するように形成
された弾性突起を含んで構成されることを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、内部に中空部が形成された細く
長い一体型の管形状の本体；前記本体の周辺組織に位置している細胞が本体内部に移動し
て線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形成する２以上の短い間隙が相互離隔された状
態で前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された分離縦裂；および、前記本体の外周
面に、その表面の一部を切開加工して形成された弾性突起を含んで構成されることを特徴
とする。
【００１７】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、２以上の帯形状からなる多数列
の分体を相互交差させてらせん形に巻き、細く長い管形状を成す本体；および前記本体の
外面と内面を貫通する複数個の通孔を含んで構成され、前記通孔は、前記分体と分体の間
に形成されるように構成されることを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明の一実施形態は、前記本体内部の中空部内に形成された多数の隔壁をさら
に含んで構成されることを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の一実施形態は、前記本体内部の中空部内に形成されたらせん形弾性支持
体をさらに含んで構成されることを特徴とする。
【００２０】
　また、本発明の一実施形態の本体には、相互離隔した凹部がさらに形成されることを特
徴とする。
【００２１】
　また、本発明の一実施形態の凹部は、前記本体を収縮して形成されることを特徴とする
。
【００２２】
　このとき、前記本発明の一実施形態は、横断面が多角形形状または円形状により形成さ
れてよく、円形に形成される場合、０．６～３．０ｍｍの直径を有し、かつ前記中空部は
０．５～２．８ｍｍの直径を有するように形成されることが好ましい。
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【００２３】
　また、前記本発明の一実施形態に係る縦裂は、間隙間の距離が０．１～２．０ｍｍに形
成されるか、または、本体断面の円形換算周長の１／８～１／４の大きさを有するように
形成されることが好ましい。
【００２４】
　また、本発明の一実施形態は、前記本体の全面にわたって貫通して形成された少なくと
も一つ以上の通孔を含んで構成されることを特徴とする。
【００２５】
　このとき、前記本発明の一実施形態に係る通孔は、その形状が円形の場合には直径また
は同一断面積の円形換算直径が４０～５００μｍであることが好ましい。
【００２６】
　また、本発明の一実施形態は、前記本体の外部に、部分的または全体的に造影剤を塗布
し、または含むことが好ましい。
【００２７】
　また、本発明の一実施形態は、前記本体の外周面または内周面に、線維組織の形成を促
進するための成長因子がコーティングまたは内包されていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、反動力（ｒｅｃｏｉｌｉｎｇ　ｆｏｒ
ｃｅ）を有するため、皮下層への挿入後、皮膚の圧力や外部からの力によって変形が起こ
ったり動いたりすることを防止することができ、本体の外周面に提供される縦裂または通
孔を介して本体内部の中空部に多量の新たなコラーゲン線維を含む線維組織が形成される
ため、シワの大きさおよび種類に応じて、シワ除去用充填体を形成する本体の直径と中空
部の直径、通孔の直径などを調節して、太いシワを含む多様なシワ部位に施術することが
できるだけでなく、新たに形成された線維組織が維持されて、シワ除去の効果が（半）永
久的に持続される効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の一実施形態に係る、縦裂が形成されたシワ除去用充填体の第１実施例を
示す斜視図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る、多数の分離縦裂が離隔形成されたシワ除去用充填体
の第２実施例を示す斜視図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る、中空部内に隔壁が具備されたシワ除去用充填体の第
３実施例を示す断面図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る、中空部内にらせん形弾性支持体が具備されたシワ除
去用充填体の第４実施例を示す断面図である。
【図５】本発明の一実施形態に係る、２以上の帯形状の多数列の分体を相互絡ませて交差
形成されたシワ除去用充填体の第５実施例を示す斜視図である。
【図６】皮下層に挿入された、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の中空部に線
維組織（Ｔ）が形成されたことを示す断面図である。
【図７】本発明の一実施形態に係る、縦裂が形成された多数の短い本体が連結体によって
相互連結されたシワ除去用充填体の第６実施例を示す斜視図である。
【図８】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第６実施例を皮下層に挿入して施
術した状態を示す断面図である。
【図９】本発明の一実施形態に係る、本体表面に一方向に偏向した弾性突起が形成された
シワ除去用充填体の第７実施例を示す斜視図である。
【図１０】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第７実施例を皮下層に挿入する
途中の施術状態を示す断面図である。
【図１１】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第７実施例を皮下層に挿入する
施術が完了した後に、弾性突起が線維組織（Ｔ）に引っかかっている状態を示す断面図で
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ある。
【図１２】本発明の一実施形態に係る、本体表面に本体の中間部を中心に対称なデカルコ
マニーの形態の弾性突起が形成されたシワ除去用充填体の第８実施例を示す斜視図である
。
【図１３】本発明の一実施形態に係る、分離縦裂と弾性突起がともに形成されたシワ除去
用充填体の第９実施例を示す斜視図である。
【図１４】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第９実施例を皮下層に挿入する
途中の施術状態を示す断面図である。
【図１５】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第９実施例を皮下層に挿入する
施術が完了した後に、弾性突起が線維組織（Ｔ）に引っかかっている状態を示す断面図で
ある。
【図１６】本発明の一実施形態に係る、縦裂と通孔がともに形成されたシワ除去用充填体
の第１０実施例を示す斜視図である。
【図１７】本発明の一実施形態に係る、分離縦裂と通孔がともに形成されたシワ除去用充
填体の第１１実施例を示す斜視図である。
【図１８】本発明の一実施形態に係る、縦裂と隔壁および通孔がともに形成されたシワ除
去用充填体の第１２実施例を示す斜視図である。
【図１９】本発明の一実施形態に係る、縦裂とらせん形弾性支持体および通孔がともに形
成されたシワ除去用充填体の第１３実施例を示す斜視図である。
【図２０】本発明の一実施形態に係る、縦裂と通孔がともに形成された多数の短い本体が
連結体によって相互連結されたシワ除去用充填体の第１４実施例を示す斜視図である。
【図２１】本発明の一実施形態に係る、縦裂と弾性突起および通孔がともに形成されたシ
ワ除去用充填体の第１５実施例を示す斜視図である。
【図２２】本発明の一実施形態に係る、分離縦裂と弾性突起および通孔がともに形成され
たシワ除去用充填体の第１６実施例を示す斜視図である。
【図２３】本発明の一実施形態に係る、２以上の帯形状の多数列の分体を相互絡ませて交
差形成されたシワ除去用充填体の第１７実施例を示す斜視図および部分拡大図である。
【図２４】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第１７実施例による強度比較実
験のグラフである。
【図２５】本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体が針と結合された状態を図示した
概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体は、内部に中空部が形成されており、皮下
層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形状の本体；および、前記本体の周辺組織
に位置している細胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形成す
ることができるように、前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇ
ｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）を含んで構成されることを特徴とする。
【００３１】
　以下、添付された図面を参照しつつ、本発明に係る実施例を詳細に説明する。
【００３２】
　図１は、本発明の一実施形態に係る、縦裂が形成されたシワ除去用充填体の第１実施例
を示す斜視図である。
【００３３】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１実施例は、図１に示されたよう
に、皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体の
周辺組織に位置している細胞が本体１００内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移
動通路を形成することができるように、前記本体１００の長さ方向に沿って貫通して形成
された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００とを含んで構成される。
【００３４】
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　このとき、前記本体の内部空間である中空部１１０は、細胞が移動してきて線維組織を
形成するようになる空間を成し、前記縦裂２００を介して本体外部の組織と連通するよう
に形成される。また、前記縦裂２００は、本体の長さ方向に沿って形成された長い間隙を
指す。このように、前記縦裂２００が本体の長さ方向に沿って形成されることにより、本
体全体において均一な速度で線維組織の再生が行われ得るようになる。
【００３５】
　図２は、本発明の一実施形態に係る、多数の分離縦裂が離隔形成されたシワ除去用充填
体の第２実施例を示す斜視図である。
【００３６】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第２実施例は、図２に示されたよう
に、皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体の
周辺組織に位置している細胞が、本体１００内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の
移動通路を形成する２以上の短い間隙が相互離隔された状態で前記本体の長さ方向に沿っ
て貫通して形成された分離縦裂２１０とを含んで構成される。このとき、前記分離縦裂２
１０は、細胞が本体内部に移動可能な短い間隙が一定距離ずつ離隔された状態で分離形成
されることを除けば、前記縦裂２００と同一に構成される。
【００３７】
　前記第１及び第２実施例を含む本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の実施例に
おいて、前記本体１００の横断面は、円形または多角形（例：四角形、六角形、八角形な
ど）であってよく、針（例：整形施術用針）に通したり、静脈注射用注射針を管内に挿入
して皮下層を貫通する針に沿って皮下層に挿入したりすることが容易となるように、円形
であることがより好ましい。
【００３８】
　また、本発明の一実施形態に係る前記本体１００の直径は、皮下層に挿入施術すること
が容易であり、かつ挿入施術する際に皮下脂肪層と真皮層の間または脂肪層に位置される
ように、０．６～３．０ｍｍであることが好ましい。一方、前記本体１００の長さは、施
術範囲に応じて十分な長さとされれば差し支えない。
【００３９】
　そして、本発明の一実施形態に係る前記本体１００内部に長さ方向に形成された空間で
ある中空部１１０は、周辺組織の線維芽細胞などが前記縦裂２００を介して流入されて、
弾性線維組織およびコラーゲン組織といった線維組織が新たに形成され得る空間を提供す
ることになる。したがって、前記中空部１１０の直径が大きくなれば新たに形成される線
維組織の量が多くなり、前記中空部１１０の直径が小さくなれば新たに形成される線維組
織の量が少なくなるので、シワの深さ、位置等に応じて前記中空部１１０の直径を適切に
調節することができ、通常、０．５～２．８ｍｍであることが好ましい。
【００４０】
　また、本発明の一実施形態に係る前記縦裂２００は、前記中空部１１０に線維芽細胞な
どが入り込み得る通路を提供するものであって、その形状は、円形、三角形、四角形、八
角形、台形、ひし形等、いかなる形態でも可能である。このとき、前記縦裂２００は、間
隙間の距離が０．１～２．０ｍｍ、または断面の円形換算周長の１／８～１／４の大きさ
を有するように形成することが好ましく、また、その直径が大き過ぎる場合、周辺組織に
対する支持力を喪失するため好ましくない。
【００４１】
　本発明の一実施形態に係る前記本体１００は、弾性素材で作られることが好ましく、ヒ
アルロン酸（ｈｙａｌｕｒｏｎｉｃ　ａｃｉｄ：ＨＡ）、ポリ乳酸（ｐｏｌｙｌａｃｔｉ
ｃ　ａｃｉｄ：ＰＬＡ）、乳酸・グリコール酸共重合体（ｐｏｌｙｇｌｙｃｏ‐ｌａｃｔ
ｉｃ　ａｃｉｄ：ＰＧＬＡ）およびポリジオキサノン（ｐｏｌｙｄｉｏｘａｎｏｎｅ：Ｐ
ＤＳ）といった生分解性ポリマーまたはナイロン、シリコン、ポリプロピレン、ポリプロ
ピルエチレンおよびテフロン（登録商標）（ｔｅｆｌｏｎ）といった非生分解性ポリマー
で作られてよい。生分解性高分子を使用する場合には、線維組織の形成後にシワ除去用充



(10) JP 2015-522307 A 2015.8.6

10

20

30

40

50

填体が徐々に分解吸収され、非生分解性ポリマーを使用する場合には、シワ除去用充填体
が皮下層に永久的に残るようになる。
【００４２】
　また、本発明の一実施形態に係る前記本体１００は、内皮と外皮が物性の異なる物質で
構成された二重層構造で形成されてもよく。たとえば、内皮は硬性材質で、外皮は軟性材
質で形成されてよい。その他に、前記内皮は吸収性材質で、前記外皮は非吸収性材質で形
成されてもよく、または、内皮と外皮が互いに異なる吸収速度を有する吸収性材質で形成
されてもよい。
【００４３】
　図３は、本発明の一実施形態に係る、中空部内に隔壁が具備されたシワ除去用充填体の
第３実施例を示す断面図である。
【００４４】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第３実施例は、図３に示されたよう
に、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫通し
て形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体内部の
中空部１１０内に形成された多数の隔壁１２０とを含んで構成される。
【００４５】
　このとき、前記隔壁１２０は、皮下層への挿入後、皮膚の圧力または外部の圧力によっ
て崩壊（ｃｏｌｌａｐｓｅ）されずに維持され得る反動力（ｒｅｃｏｉｌｉｎｇ　ｆｏｒ
ｃｅ）を提供して、前記本体の支持力を補強することになる。
【００４６】
　本発明の一実施形態に係る前記隔壁１２０は、前記本体の中空部１１０を完全に分割し
てもよく、中空部１１０の一部断面のみが埋められるように形成してもよい。また、前記
隔壁１２０は、前記本体１００と同一の素材からなってよい。
【００４７】
　図４は、本発明の一実施形態に係る、中空部内にらせん形弾性支持体が具備されたシワ
除去用充填体の第４実施例を示す断面図である。
【００４８】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第４実施例は、図４に示されたよう
に、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫通し
て形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体内部の
中空部１１０内に形成されたらせん形弾性支持体１３０とを含んで構成される。
【００４９】
　このとき、本発明の一実施形態に係る前記らせん形弾性支持体１３０は、前記本体の内
部空間である中空部１１０から皮下層に挿入した後に受けることになる皮膚や外部の圧力
が加えられても、自己復元力によって再び復元されるので、本体の反動力（ｒｅｃｏｉｌ
ｉｎｇ　ｆｏｒｃｅ）を補強することができるようになる。一方、前記らせん形弾性支持
体１３０は、前記本体１００の外部に位置して、前記本体１００の外周面を覆い包む形態
で形成されてもよい。このように、前記らせん形弾性支持体１３０が本体の外周面を覆い
囲む形で形成される場合、本体に加えられる圧力に対する緩衝作用をするようになって、
本体を支持することができるようになる。また、前記らせん形弾性支持体１３０は、前記
本体１００と同一の素材からなってよい。
【００５０】
　そして、このような前記らせん形弾性支持体１３０は、上述したように反動力を補強す
る役割の他に、本発明に係るシワ除去用充填体が皮下層に曲線形態で挿入されている場合
に、らせん形構造が曲率に応じて細分化または増加し得るため、曲線部位への適用を容易
にする。
【００５１】
　図５は、本発明の一実施形態に係る、２以上の帯形状の多数列の分体を相互絡ませて交
差形成されたシワ除去用充填体の第５実施例を示す斜視図である。
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【００５２】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第５実施例は、図５に示されたよう
に、２以上の帯形状からなる多数列の分体１０２，１０４を相互交差させてらせん形に巻
き、細く長い管形状を成す本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫通して形
成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００とを含んで構成される。
【００５３】
　前記本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第５実施例は、たとえば、円形
断面（これと異なり、六角形断面を有してもよい）を有し、所望の中空部の直径を有する
長さの長い芯材１６０の表面に沿ってシワ除去用充填体１０の本体１００を形成する材料
からなる、設定幅を有する２以上の帯形状の多数列の分体１０２，１０４を相互絡ませて
交差する方式（竹の幹で抱き枕を成形する方式と類似な方式）でらせん形に巻いて細く長
い管形状の本体１００を形成した後、前記芯材１６０を取り除いて、前記分体１０２，１
０４の内部に長さ方向に前記中空部が形成さされるように構成されてよい。また、前記多
数列の分体１０２，１０４間の間隙（分体の列が交差する位置などに形成される間隙を含
む）が通孔３１０を形成するようにしてもよい。
【００５４】
　もちろん、上述したところとは異なり、別途芯材を使用せずに多数列の分体１０２，１
０４を相互絡ませて交差するようにらせん形に巻き、細く長い管形状の本体１００を形成
する多様な方法が使用されてもよい。
【００５５】
　また、図５に示されたところによれば、２列の分体１０２，１０４、すなわち、第１分
体（１０２）と第２分体（１０４）を使用して、本発明に係るシワ除去用充填体１０が第
５実施例を形成する方法が例示されているが、これに限らず、帯形状の多数列の分体を相
互絡ませて交差するようにらせん形に巻き、細く長い管形状の本体１００を形成すること
ができることは、当業者にとって当然のことである。
【００５６】
　図６は、皮下層に挿入された、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の中空部に
線維組織（Ｔ）が形成されたことを示す断面図である。
【００５７】
　図６を参照しつつ、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体によりシワを除去する
ことについて説明すると、次のとおりである。本発明に係るシワ除去用充填体の一側末端
を整形施術用針に通したり、針先に通常の方法で連結したり、血管注射用注射針を管内部
に挿入して簡単に施術することができるようになる。
【００５８】
　まず、施術しようとするシワの部位をマークし、麻酔軟膏を塗った後、針をマーキング
した部位の一側端から皮下層、特に皮下脂肪層と真皮層の間または脂肪層に挿入し、他端
から抜き出してシワ除去用充填体マーキングした部位に亘るようにした後、皮膚（Ｓ）外
に出た部分を切る。
【００５９】
　そうすると、皮下層に挿入されたシワ除去用充填体１０の中空部１１０に、血液、赤血
球、白血球、血小板、線維芽細胞、筋線維芽細胞などが満たされるが、線維芽細胞は施術
後３～５日、筋線維芽細胞は５～１５日で最大量となる。その後、線維芽細胞でコラーゲ
ンが形成され、線維組織（Ｔ）として残るようになり、このような線維組織（Ｔ）がシワ
として彫り込まれた部位や凹んだ部位を引き出すようにする効果を示すことになる。
【００６０】
　図７は、本発明の一実施形態に係る、縦裂が形成された多数の短い本体が連結体によっ
て相互連結されたシワ除去用充填体の第６実施例を示す斜視図であり、図８は、本発明に
係るシワ除去用充填体の第６実施例を皮下層に挿入して施術した状態を示す断面図である
。
【００６１】
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　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第６実施例は、図７に示されたよう
に、内部に中空部が形成された短く細い管形状の本体１００と、前記本体の外周面から内
周面に達するように長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａ
ｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記中空部相互間が隣接するように一列に配置された多数の
短い本体の内部に設置されて、前記中空部を長さ方向に貫通して連結する連結体１４０と
を含んで構成される。
【００６２】
　このように多数の短い本体を連結体によって連結して構成する場合にも、各本体に形成
されている縦裂を介して、連結されているシワ除去用充填体全体において細胞の円滑な移
動が可能になるため、均一かつ迅速に線維組織を形成することができるようになる。
【００６３】
　このように、連結体１４０によって多数の短い本体１００が相互連結された本発明の一
実施形態に係るシワ除去用充填体１０は、図８に示されたように、皮下層に曲線形態で挿
入される場合に、多数の短い本体のそれぞれが曲線を形成する各分節の節を形成するよう
になるため、より容易に挿入することができ、また、挿入後も、各本体が折れ曲がった状
態を自然に維持できるようになるため、皮膚や外部から加えられる外力に対する圧力の影
響を減らすことができるようになる。
【００６４】
　図９は、本発明の一実施形態に係る、本体表面に一方向に偏向した弾性突起が形成され
たシワ除去用充填体の第７実施例を示す斜視図であり、図１０は、本発明に係るシワ除去
用充填体の第７実施例を皮下層に挿入する途中の施術状態を示す断面図であり、図１１は
、本発明に係るシワ除去用充填体の第７実施例を皮下層に挿入する施術が完了した後に、
弾性突起が線維組織（Ｔ）に引っかかっている状態を示す断面図である。
【００６５】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第７実施例は、図９に示されたよう
に、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫通し
て形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体の外周
面にその表面の一部を切開加工して形成された弾性突起１５０とを含んで構成される。
【００６６】
　本発明の一実施形態に係る前記弾性突起１５０は、前記本体１００の外周面に、本体の
長さ方向に沿って一方向に偏向されるとともに、本体の外周面の外部へ突出するように形
成されるため、挿入された皮下層の周辺組織に、より安定的に固定され得るようになる。
【００６７】
　このように構成された本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第７実施例は
、図１０に示されたように、前記シワ除去用充填体１０を皮下層に挿入する途中には、皮
下層内において前記弾性突起１５０が畳まれた状態（弾性突起を加工するように外周部表
面の一部が削られて形成される加工溝に弾性突起が収納された状態）を維持するため滑ら
かな挿入が可能となるが、図１１に示されたように、シワ除去用充填体１０を皮下層に挿
入する施術が完了した状態においては、前記弾性突起１５０がその弾性により本体１００
から一方向に偏向されて突出した元の状態（図９参照）に復帰するようになる。
【００６８】
　このように、元の状態に復帰した弾性突起１５０が周辺の組織（Ｔ）に引っかかり、シ
ワ除去用充填体１０が皮下層内で後退することを防止して皮下層に対する固定力を高め得
るようになる。
【００６９】
　図１２は、本発明の一実施形態に係る、本体表面に本体の中間部を中心に対称なデカル
コマニーの形態の弾性突起が形成されたシワ除去用充填体の第８実施例を示す斜視図であ
る。
【００７０】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第８実施例は、図１２に示されたよ
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うに、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫通
して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体の外
周面に、その表面の一部を切開加工して形成され、前記本体の中間部を中心にデカルコマ
ニーの形態を成して相互対称な鋭角を有するように形成された弾性突起１５０とを含んで
構成される。
【００７１】
　本発明の一実施形態に係る前記弾性突起１５０が、長いチューブである本体の中間部を
中心に対称となるようにデカルコマニー形態からなることにより、前記中間部を中心に角
度が鋭角で互いに対称となるように構成される。
【００７２】
　それにより、進行方向に通過する際には、弾性突起１５０の方向は、前記本体１００が
真皮下の皮下脂肪層において進入部の前部分が順方向を有するようになるが、進行後は、
本体を逆方向に引っ張って、この順方向の弾性突起が反対方向に転じさせることになる。
【００７３】
　これに対し、中間部を中心に反対方向に作られていた弾性突起１５０は、最初は進行方
向に逆の方向に作用し、その後に本体を最初と反対の方向に引っ張ったときにはむしろ順
方向となるが、前半部の弾性突起は、逆方向に広がって進行を阻止することになる。
【００７４】
　したがって、前記本体１００を進入が容易な真皮脂肪層に挿入後、進行方向を中心に前
後に１～２回抜き挿しを繰り返すことにより、本体が固定されるようになる。すなわち、
中間部を中心に、互いに異なる方向に形成された弾性突起１５０は、本体１００を固定す
るのに重要な役割をすることになる。このような形態は、垂れ下がった組織を引き上げて
固定（ｌｉｆｔｉｎｇ）する目的と、挿入された本体のより確実な固定を要する部位に使
用することができるようになる。特に、中空部に形成された組織と本体外部の組織が一つ
の連結体として纏められることにより、固定（ｌｉｆｔｉｎｇ）がさらに確実となる効果
を得ることができる。
【００７５】
　図１３は、本発明の一実施形態に係る、分離縦裂と弾性突起がともに形成されたシワ除
去用充填体の第９実施例を示す斜視図であり、図１４は、本発明に係るシワ除去用充填体
の第９実施例を皮下層に挿入する途中の施術状態を示す断面図であり、図１５は、本発明
に係るシワ除去用充填体の第９実施例を皮下層に挿入する施術が完了した後に、弾性突起
が線維組織（Ｔ）に引っかかっている状態を示す断面図である。
【００７６】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第９実施例は、図１３に示されたよ
うに、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の周辺組織に位置してい
る細胞が本体１００内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形成する２以
上の短い間隙が相互離隔された状態で前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された分
離縦裂２１０と、前記本体の外周面に、その表面の一部を切開加工して形成された弾性突
起１５０とを含んで構成される。
【００７７】
　前記弾性突起１５０は、前記第７実施例において詳述したように、前記本体１００の外
周面に、本体の長さ方向に沿って一方向に偏向されるとともに、本体の外周面の外部に突
出するように形成される。
【００７８】
　このように構成された本発明に係るシワ除去用充填体１０の第９実施例は、図１４に示
されたように、前記シワ除去用充填体１０を皮下層に挿入する途中には、皮下層内におい
て前記弾性突起１５０が畳まれた状態を維持するため滑らかな挿入が可能となり、図１５
に示されたように、シワ除去用充填体１０を皮下層に挿入する施術が完了した状態におい
ては、前記弾性突起１５０がその弾性により本体１００から一方向に偏向されて突出した
元の状態に復帰するようになる。
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【００７９】
　このように、元の状態に復帰した弾性突起１５０が周辺の組織（Ｔ）に引っかかり、シ
ワ除去用充填体１０が皮下層内で後退することを防止して皮下層に対する固定力を高め得
るようになることは、上述した第７実施例の場合と同様である。
【００８０】
　図１６は、本発明の一実施形態に係る、縦裂と通孔がともに形成されたシワ除去用充填
体の第１０実施例を示す斜視図である。
【００８１】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１０実施例は、図１６に示された
ように、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体の周辺組織に位置している細
胞が本体内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形成することができるよ
うに、前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ
　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体の全面にわたって貫通して形成された少なくとも一つ
以上の通孔３００とを含んで構成される。
【００８２】
　それにより、前記縦裂２００だけでなく前記通孔３００も、周辺組織の線維芽細胞など
が本体内部の空間である中空部１１０に流入され、弾性線維組織およびコラーゲン組織と
いった線維組織を新たに形成する通路を形成するようになる。
【００８３】
　本発明の一実施形態に係るこのような前記通孔３００の形状は、円形、三角形、四角形
、八角形、台形、ひし形等、いかなる形態も可能であり、多数の通孔３００が前記本体１
００の外周面に規則的または不規則的に配列されてよい。また、通孔３００は、その形状
が円形の場合には直径が、他の形状の場合には同一断面積の円形換算直径が４０～５００
μｍの範囲を有するように形成することが好ましく、また、その直径が大き過ぎる場合、
周辺組織に対する支持力を喪失するため好ましくない。
【００８４】
　このとき、前記本体と縦裂の構成は、前記第１実施例で説明したところと同一であるた
め、以下その重複した説明は省略する。
【００８５】
　図１７は、本発明の一実施形態に係る、分離縦裂と通孔がともに形成されたシワ除去用
充填体の第１１実施例を示す斜視図である。
【００８６】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１１実施例は、図１７に示された
ように、皮下層を貫通して施術され得る細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本
体の周辺組織に位置している細胞が本体１００内部に移動して線維組織を形成可能な細胞
の移動通路を形成する２以上の短い間隙が相互離隔された状態で前記本体の長さ方向に沿
って貫通して形成された分離縦裂２１０と、前記本体の全面にわたって貫通して形成され
た少なくとも一つ以上の通孔３００とを含んで構成される。
【００８７】
　このとき、前記分離縦裂２１０は、前記第２実施例で説明した分離縦裂２１０と同一に
構成され、前記通孔３００も、前記第１０実施例と同一に構成されるところ、その重複的
な説明は省略する。
【００８８】
　図１８は、本発明の一実施形態に係る、縦裂と隔壁および通孔がともに形成されたシワ
除去用充填体の第１２実施例を示す斜視図である。
【００８９】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１２実施例は、図１８に示された
ように、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫
通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体内
部の中空部１１０内に形成された多数の隔壁１２０と、前記本体の全面にわたって貫通し
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て形成された少なくとも一つ以上の通孔３００とを含んで構成される。
【００９０】
　このとき、前記隔壁１２０は、皮下層への挿入後、本体を支持して内部の中空部を維持
することのできる反動力（ｒｅｃｏｉｌｉｎｇ　ｆｏｒｃｅ）を提供するものであって、
前記第３実施例において説明したとおりであり、前記通孔３００が本体の全面にわたって
貫通して形成されるため、より均一かつ円滑な線維組織の形成が可能となる。
【００９１】
　図１９は、本発明の一実施形態に係る、縦裂とらせん形弾性支持体および通孔がともに
形成されたシワ除去用充填体の第１３実施例を示す斜視図である。
【００９２】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１３実施例は、図１９に示された
ように、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫
通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体内
部の中空部１１０内に形成されたらせん形弾性支持体１３０と、前記本体の全面にわたっ
て貫通して形成された少なくとも一つ以上の通孔３００を含んで構成される。
【００９３】
　このとき、前記らせん形弾性支持体１３０は、前記第４実施例において説明したとおり
であり、前記通孔３００が本体の全面にわたって貫通して形成されるため、より均一かつ
円滑な線維組織の形成が可能となることはもちろん、前記通孔３００についての説明は、
前記第１０実施例において説明したところと同一であるため、以下その詳細な説明は省略
する。
【００９４】
　図２０は、本発明の一実施形態に係る、縦裂と通孔がともに形成された多数の短い本体
が連結体によって相互連結されたシワ除去用充填体の第１４実施例を示す斜視図である。
【００９５】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１４実施例は、図２０に示された
ように、内部に中空部が形成された短く細い管形状の本体１００と、前記本体の外周面か
ら内周面に達するように長さ方向に沿って貫通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉ
ｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記中空部相互間が隣接するように一列に配置された多
数の短い本体の内部に設置されて、前記中空部を長さ方向に貫通して連結する連結体１４
０と、前記本体の全面にわたって貫通して形成された少なくとも一つ以上の通孔３００と
を含んで構成される。
【００９６】
　このとき、多数の短い本体を連結体によって連結することにより、皮下層に曲線形態で
挿入される場合に、多数の短い本体のそれぞれが曲線を形成する各分節の節を形成するよ
うになるため、より容易に挿入することができ、また、挿入後も、各本体が折れ曲がった
状態を自然に維持できるようになるため、皮膚や外部から加えられる外力に対する圧力の
影響を減らすことができなることは、前記第６実施例と同様である。また、前記通孔３０
０は、前記第１０実施例において説明したところと同一であるため、以下その詳細な説明
は省略する。
【００９７】
　図２１は、本発明の一実施形態に係る、縦裂と弾性突起および通孔がともに形成された
シワ除去用充填体の第１５実施例を示す斜視図である。
【００９８】
　本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１５実施例は、図２１に示された
ように、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の長さ方向に沿って貫
通して形成された縦裂（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ　ｃｌｅｆｔ）２００と、前記本体の
外周面に、その表面の一部を切開加工して形成された弾性突起１５０と、前記本体の全面
にわたって貫通して形成された少なくとも一つ以上の通孔３００とを含んで構成される。
【００９９】
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　前記弾性突起１５０は、挿入された皮下層の周辺組織に、より安定的に固定することが
できるように、前記本体１００の長さ方向に沿って一方向に偏向されるとともに、本体の
外周面の外部から突出するように形成されることは、前記第７実施例と同様である。それ
により、前記弾性突起１５０が形成されたシワ除去用充填体を皮下層に挿入する過程もま
た、前記第７実施例の場合と同一であるところ、その重複した説明は省略する。また、前
記通孔３００は、前記第１０実施例において説明したところと同一であるため、以下その
詳細な説明は省略する。
【０１００】
　図２２は、本発明の一実施形態に係る、分離縦裂と弾性突起および通孔がともに形成さ
れたシワ除去用充填体の第１６実施例を示す斜視図である。
本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体１０の第１６実施例は、図２２に示されたよ
うに、細く長い一体型の管形状の本体１００と、前記本体１００の周辺組織に位置してい
る細胞が本体１００内部に移動して線維組織を形成可能な細胞の移動通路を形成する２以
上の短い間隙が相互離隔された状態で前記本体の長さ方向に沿って貫通して形成された分
離縦裂２１０と、前記本体の外周面に、その表面の一部を切開加工して形成された弾性突
起１５０と、前記本体の全面にわたって貫通して形成された少なくとも一つ以上の通孔３
００とを含んで構成される。
【０１０１】
　前記弾性突起１５０は、前記第７実施例において詳述したところのように、前記本体１
００の外周面に、本体の長さ方向に沿って一方向に偏向されるとともに、本体の外周面か
ら突出するように形成されるため、皮下層への挿入時、周辺組織に引っかかって安定的な
結合状態を維持することになる。また、前記通孔３００は、前記第１０実施例において説
明したところと同一であるため、以下その詳細な説明は省略する。
【０１０２】
　このように構成された本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第１～第１６実施
例において、前記本体１００は、その外部に部分的または全体的に造影剤を塗布し、また
は含まれた形態で構成されて、シワ除去用充填体の位置追跡や分解の程度を確認できるよ
うに構成されてもよい。
【０１０３】
　また、本発明の一実施形態に係るシワ除去用充填体の第１～第１６実施例において、線
維組織の形成を促進するための成長因子が前記本体１００の外周面または内周面にコーテ
ィングされ、または前記本体１００に内包されて構成されてもよい。
【０１０４】
　このとき、前記成長因子としては、ＰＤＧＦ（ｐｌａｔｅｌｅｔ－ｄｅｒｉｖｅｄ　ｇ
ｒｏｗｔｈ　ｆａｃｔｏｒ）、ＡＧＦ（ａｎｇｉｏｇｅｎｅｓｉｓ　ｆａｃｔｏｒ）、Ｆ
ＧＦ（ｆｉｂｒｏｂｌａｓｔ　ｇｒｏｗｔｈ　ｆａｃｔｏｒ）、ＴＧＦ‐α（ｔｒａｎｓ
ｆｏｒｍｉｎｇ　ｇｒｏｗｔｈ　ｆａｃｔｏｒ‐α）、ＴＧＦ‐β（ｔｒａｎｓｆｏｒｍ
ｉｎｇ　ｇｒｏｗｔｈ　ｆａｃｔｏｒ‐β）、ＥＧＦ（ｅｐｉｄｅｒｍａｌ　ｇｒｏｗｔ
ｈ　ｆａｃｔｏｒ）、ＣＴＧＦ（ｃｏｎｎｅｃｔｉｖｅ　ｔｉｓｓｕｅ　ｇｒｏｗｔｈ　
ｆａｃｔｏｒ）、ＶＥＧＦ（ｖａｓｃｕｌａｒ　ｅｎｄｏｔｈｅｌｉａｌ　ｇｒｏｗｔｈ
　ｆａｃｔｏｒ）などが使用されてよいが、これらに限定されるものではない。
【０１０５】
　本発明の一実施形態に係る、２以上の帯形状の多数列の分体を相互絡ませて交差形成さ
れたシワ除去用充填体の第１７実施例を示す斜視図および部分拡大図である図２３を参照
すると、シワ除去用充填体１０は、２以上の帯形状からなる多数列の分体１０２，１０４
を相互交差させてらせん形に巻き、細く長い管形状に本体１００を形成するため、本体１
００には、分体１０２，１０４の間に分体１０２，１０４を貫通する通孔３００が形成さ
れる。したがって、通孔３００は、本体１００の分体１０２，１０４が配置された部分を
除いた残りの部分に形成されるので、本体全体においてより均一な速度で線維組織が再生
されるようになる。
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　このようなシワ除去用充填体１０の本体１００には、図２３のように相互離隔された凹
部１７０が形成されてよい。このような凹部１７０は、本体１００の支持力を補強するも
のであって、強度比較実験のグラフである図２４を参照すると、直径１．０ｍｍと直径０
．６ｍｍの本体の外部から圧力を加える場合、凹部１７０が形成されている本体の場合、
直径１．０ｍｍのとき、約４０ｇｆ／ｃｍ２の圧力が加えられた場合にもその形状を維持
するか、凹部１７０が形成されていない本体の場合、約１０ｇｆ／ｃｍ２の圧力よりも大
きな圧力が加えられたときには、その形状を維持できないという欠点がある。また、直径
０．６ｍｍの場合、凹部１７０が形成されているときには約２５ｇｆ／ｃｍ２の圧力で形
状を維持するが、凹部１７０が形成されていないときには、約１５ｇｆ／ｃｍ２までのみ
その形状を維持することが分かる。したがって、本体１００には、凹部１７０が形成され
ることがより好ましい。
【０１０７】
　このような凹部１７０は、多様な方法で形成されてよいが、本体１００が高分子からな
る場合、熱処理を通じて収縮させて形成することが工程上より容易であり、先に説明した
分体１０２，１０４は、図２３のように縫合糸を使用してもよく、別途の部材を利用して
もよいが、縫合糸を使用する場合、生分解性高分子からなる縫合糸と、非生分解性高分子
からなる縫合糸を混合して使用してもよい。
【０１０８】
　第１７実施例に係るシワ除去用充填体１０は、シワ除去用充填体と針とを結合された状
態の概念図である図２５の（ａ）、（ｂ）および（ｃ）のように、多様な形態の針１の一
側と他側に形成された貫通孔を介してシワ除去用充填体１０の一端を貫通させた後、スポ
ンジのような別途の固定具３を利用して針１を貫通したシワ除去用充填体１０の一端を曲
げて針１に結合させ、固定して使用する。
【０１０９】
　さらに、前記実施例において説明した本体１００、または本体１００を構成する分体１
０２，１０４には、レチノール（ｒｅｔｉｎｏｉｃ　ａｃｉｄ）、レチノール誘導体、ビ
タミンＡなどといった組織生成物質を塗布、コーティングまたは吸着させてよく、実施例
に応じて、ｃａｔｇｕｔシール材料などといった炎症反応誘発を促進する物質、ＰＲＰ（
ｐｌａｔｅｌｅｔ　ｒｉｃｈ　ｐｌａｓｍａ）などといった組織生成促進薬剤や物質、過
度な組織生成を減らすための組織生成抑制薬剤や物質、または消炎剤（ａｎｔｉ‐ｉｎｆ
ｌａｍｍａｔｏｒｙ　ａｇｅｎｔ）といった組織生成阻害剤を塗布、コーティングまたは
吸着させてよい。
【０１１０】
　前述した実施例は、単に本発明の理解を助けるための例示目的で提示されたものであっ
て、本発明は、これらに極限されず、また、本発明が属する技術分野における通常の知識
を有する者であれば、添付された特許請求の範囲に記載された技術思想の範疇内で、多様
な変更および実施が可能であろう。
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